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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

1 総
農業嘱託員に係
る事務

各地域の代表として農業
行政との連携をとり、市
農業行政の補助者として
活動する。

農業経
営者

政
策

農政課 2,184
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,184 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

1
農業嘱託員に係
る事務

農政課

農業嘱託員（生
産組合長）会議
の開催及び報酬
の支払い事務等

会議の開催回
数

年１回 年１回 2,184

農業嘱託員（生
産組合長）会議
の開催及び報酬
の支払い事務等

会議の開催回
数

年１回 2,184 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

2 総
各種協議会等に
係る事務

県下の自治体や各種団体
と組織された協議会等に
おいて農政業務に関する
協議研究を行い、推進と
円滑化を図る。

農政事
務協議
会等

内
部

農政課 239
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 62
現状維

持
有り 維持

2
各種協議会等に
係る事務

農政課
県農政事務協議
会への参加及び
負担金の支出等

会議等への参
加回数

年３回 年３回 10
県農政事務協議
会への参加及び
負担金の支出等

会議等への参
加回数

年３回 5 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

2
各種協議会等に
係る事務

農政課
県農政事務協議
会の事務所業務

会議等の実施
回数

年１０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
各種協議会等に
係る事務

農政課
県農林統計協会
への参加及び負
担金の支出等

会議等への参
加回数

年１回 年１回 204
県農林統計協会
への参加及び負
担金の支出等

会議等への参
加回数

年１回 32 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

2
各種協議会等に
係る事務

農政課

さがみ都市農業
保全対策協議会
への参加及び負
担金の支出等

会議等への参
加回数

年２回 年２回 25

さがみ都市農業
保全対策協議会
への参加及び負
担金の支出等

会議等への参
加回数

年２回 25 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

3 総
臨時職員に係る
事務

臨時職員を雇用し、施設
管理業務の補助者として
活用を図る。

臨時職
員

内
部

農政課 1,007
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,094
現状維

持
有り 維持

3
臨時職員に係る
事務

農政課
臨時職員の雇用
及び賃金の支払
い事務等

賃金の支払い
回数

年１２回 年１２回 1,007
臨時職員の雇用
及び賃金の支払
い事務等

賃金の支払い
回数

年１２回 1,094 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

4 総
農業制度資金利
子補給金に係る
事務

施設整備や機械導入等農
業経営のための融資資金
に対する利子補給

さがみ
農協、
農業者

政
策

農政課 195
事業実施により農業
経営の安定に成果が
出ている

Ａ 391 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

4

農業制度資金利
子補給金に係る
事務

農政課

かながわ都市農
業推進資金利子
補給金の周知と
申請に基づく補
給手続

利子補給の受
付件数

年３件 0件 0

かながわ都市農
業推進資金利子
補給金の周知と
申請に基づく補
給手続

利子補給の受
付件数

年３件 50 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

4

農業制度資金利
子補給金に係る
事務

農政課

農業経営資金利
子補給金の周知
と申請に基づく
補給手続

利子補給の受
付件数

年１７件 18件 98

農業経営資金利
子補給金の周知
と申請に基づく
補給手続

利子補給の受
付件数

年１７件 141 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

4

農業制度資金利
子補給金に係る
事務

農政課

農業経営基盤強
化資金利子助成
金の周知と申請
に基づく補給手
続

利子助成の受
付件数

年３件 2件 97

農業経営基盤強
化資金利子助成
金の周知と申請
に基づく補給手
続

利子助成の受
付件数

年３件 104 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

4

農業制度資金利
子補給金に係る
事務

農政課

営農資金利子補
給金の周知と申
請に基づく補給
手続

利子補給の受
付件数

年３件 96 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

5 総
水田保全対策事
業

水田保全の支援及び啓発
事業の推進を通じて水田
農業経営の安定と発展を
図る。

農業経
営者

政
策

水田保全対策
事業

農政課 1,568

事業実施により、水
田農業経営の安定と
発展に成果が出てい
る

Ａ 1,460 4
水田保全対策
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
水田保全対策事
業

農政課 水田の現地調査
調査を実施し
た水田の筆数

1,950筆 1,963筆 137 水田の現地調査
調査を実施し
た水田の筆数

1,950筆 4
水田保全対策
事業

不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持

5
水田保全対策事
業

農政課
市民まつりへの
参加による啓発

市民まつりへ
の参加時期

平成２１
年１１月

平成２１
年１１月

110
市民まつりへの
参加による啓発

市民まつりへ
の参加時期

平成２２
年１１月

110 4
水田保全対策
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

5
水田保全対策事
業

農政課

地場産米の災害
備蓄食糧への活
用事業、水田景
観保全事業、用
水浄化事業の実
施

水田保全策実
施面積

1,000ａ 210ａ 1,321

地場産米の災害
備蓄食糧への活
用事業、水田景
観保全事業の実
施

水田保全策実
施面積

500ａ 1,350 4
水田保全対策
事業

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

6 総
地産地消推進事
業

各種農業団体等が実施す
る農業振興事業に対して
助成し、農業振興と農業
経営の安定を図る

農業団
体、農
業者等

政
策

農政課 20,327

事業実施により、地
産地消が促進され、
農業振興と農業経営
に成果が出ている

Ａ 22,851 2
地産地消推進
事業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

6
地産地消推進事
業

農政課

消費者への地場
産農産物・地元
農業周知ＰＲの
ための各種イベ
ントの実施

開催回数 年７７回 年７６回 1,555

消費者への地場
産農産物・地元
農業周知ＰＲの
ための各種イベ
ントの実施

開催回数 年８３回 1,590 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
農産物品評会・
共進会の実施及
び参加

開催・参加回
数

年１２回 年１２回 145
農産物品評会・
共進会の実施及
び参加

開催回数 年１２回 262 2
地産地消推進
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
ＪＡさがみが実
施する事業の支
援

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

1,168
ＪＡさがみが実
施する事業の支
援

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

683 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

6
地産地消推進事
業

　 農政課
花・トマト優良
種苗導入育成事
業補助の実施

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

803
花・トマト優良
種苗導入育成事
業補助の実施

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

820 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
観光農業奨励事
業補助の実施

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

298
観光農業奨励事
業補助の実施

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

298 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
農産物出荷・流
通対策補助の実
施

補助金の交付
時期

平成２２
年２月

平成２２
年２月

11,099
農産物出荷・流
通対策補助事業
の実施

補助金の交付
時期

平成２３
年
２月３月

16,989 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
農産物出荷規格
統一事業補助の
実施

補助金の交付
時期

平成２１
年８月

平成２１
年８月

3,259
地場野菜ＰＲ出
荷対策事業補助
の実施

補助金の交付
時期

平成２３
年
２月３月

2,159 2
地産地消推進
事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

6
地産地消推進事
業

農政課
青果物保冷庫整
備事業補助の実
施

補助金の交付
時期

平成２１
年１１月

平成２１
年１１月

2,000

6
地産地消推進事
業

農政課
地場農産物普及
促進の取組

成立件数 １０件 50 2
地産地消推進
事業

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

7 総
農作物鳥獣病害
虫対策事業

　農作物への被害を最小
限に抑制及び安全安心な
農産物の消費者への提供
を図る。

農業経
営者及
び消費

者

政
策

農政課 2,122

被害を最小限に抑制
できており、安全な
農産物の提供に成果
が出ている

Ａ 2,478 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
農作物鳥獣病害
虫対策事業

農政課

病害虫情報の収
集・提供及び有
害獣捕獲檻の貸
出

貸出回数 年１０回 年２回 68

病害虫情報の収
集・提供、鳥獣
被害対策物品の
購入及び有害獣
捕獲檻の貸出

貸出回数 年１０回 120
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
農作物鳥獣病害
虫対策事業

農政課

水稲病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年１月

平成２２
年１月

250

水稲病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年１月

250 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

7
農作物鳥獣病害
虫対策事業

農政課

土壌病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年１月

平成２２
年１月

1,700

土壌病害虫防除
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年１月

1,700 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

7
農作物鳥獣病害
虫対策事業

農政課

有害鳥獣類対策
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

104

有害鳥獣類対策
事業費補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

408 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持
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必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

8 総 家庭菜園事業

遊休農地を家庭菜園とし
て市民に提供し、農作業
を通して農業への理解と
関心を深めてもらうとと
もにその有効利用を図る

市民
政
策

農政課 447
市民の農業理解と農
地の有効利用に成果
が出ている

Ａ 850 未 高 高 高 縮小 有り 維持

8 家庭菜園事業 農政課

利用者不在区画
について空き区
画を極力減少さ
せるため、適正
な管理を行う

利用区画数
７６９区
画

７６９区
画

447

利用者不在区画
について空き区
画を極力減少さ
せるため、適正
な管理を行う

利用区画数
７１８区
画

850 可
必
要

不
可

可 無 有り 22
菜園利用者による自
主管理への移行

維持

8 家庭菜園事業 農政課

農家が自己開設
できるよう市で
指導し支援をし
ていく

既存菜園の市
営から自己開
設に移管する
箇所数

年５箇所 0カ所

農家が自己開設
できるよう市で
指導し支援をし
ていく

既存菜園の市
営から自己開
設に移管する
箇所数

年２箇所 可
不
要

可 可 無 有り 22
農家開設による市民
農園への移管

予算
なし

9 総

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

認定農業者の確保・集落
営農者の確保、農業経営
改善計画の策定・総合支
援、農地利用集積

農業経
営者

政
策

農業経営基盤
強化促進事業

農政課 80

認定農業者への支援
により、農業経営基
盤の強化に成果が出
ている

Ａ 93 8
農業経営基盤
強化促進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農政課
農業経営基盤強
化促進法による
農業者認定

認定農業者の
申請件数

年１５件
（再認
定）

年１４件 0
農業経営基盤強
化促進法による
農業者認定

認定農業者の
申請件数

年１２件
（再認
定）

10 8
農業経営基盤
強化促進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農政課
茅ヶ崎市担い手
育成総合支援協
議会の運営

認定農業者の
経営改善計画
達成状況等調
査回数

年４回 年４回 80
茅ヶ崎市担い手
育成総合支援協
議会の運営

認定農業者の
経営改善計画
達成状況等調
査回数

年４回 80 8
農業経営基盤
強化促進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

農業経営基盤強
化促進法による
認定農業者・農
地利用集積事業

農政課
経営拡大農家等
への遊休農地の
利用促進

現地調査の実
施回数

年１０回 年９回 0
経営拡大農家等
への遊休農地の
利用促進

現地調査の実
施回数

年１０回 3 8
農業経営基盤
強化促進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
環境保全型農業
の推進

環境に負荷を与えない地
域循環型農業及び優良農
地の保全と化学肥料を使
用しない環境に優しい土
づくりを推進する

市民
政
策

農政課 3,560

目標どおりの事業に
より、農業振興と環
境負荷の低減に成果
が出ている

Ａ 3,554 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
環境保全型農業
の推進

農政課
学校給食残さの
堆肥化実験
（委託）

実験農場面積 2176㎡ 2176㎡ 400
学校給食残さの
堆肥化実験
（委託）

実験農場面積 1400㎡ 400
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
環境保全型農業
の推進

農政課
景観植物及び景
観緑肥植物植栽
への助成

助成金の交付
時期

平成２１
年７月

平成２１
年７月

540
景観植物及び景
観緑肥植物植栽
への助成

助成金の交付
時期

平成２２
年８月

540 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

10
環境保全型農業
の推進

農政課

マルハナバチ導
入育成事業補助
金の交付申請の
受付及び交付事
務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

410

マルハナバチ導
入育成事業補助
金の交付申請の
受付及び交付事
務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

410 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

10
環境保全型農業
の推進

農政課

土壌改良事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

2,118

土壌改良事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

2,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

10
環境保全型農業
の推進

農政課

熱水土壌消毒事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

92

熱水土壌消毒事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

204 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

11 総
援農ボランティ
ア事業

農家に援農ボランティア
を派遣し、人手不足の解
消に努めるとともに、研
修講座を行い即戦力とな
るボランティアを養成す
る

市民
政
策

農政課 485
農家の人手不足の解
消に成果が出ている Ａ 465 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

11
援農ボランティ
ア事業

農政課
援農ボランティ
アと受入農家の
募集・斡旋

斡旋件数 年７５件 年７５件
援農ボランティ
アと受入農家の
募集・斡旋

斡旋件数 年７５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
援農ボランティ
ア事業

農政課
援農ボランティ
ア育成農業研修
講座の開催

講座回数 年１８回 年１８回 485
援農ボランティ
ア育成農業研修
講座の開催

講座回数 年１８回 465
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
農業ポータルサ
イト事業（協働
推進事業）

市の農業情報とＮＰＯ法
人が保有している情報を
合わせたポータルサイト
を作成し、市民が利用し
やすい形で提供する

農業
者・市

民

政
策

農業ポータル
サイト事業

農政課 2,400
市民の農業全般にわ
たる理解の促進に成
果が出ている

Ａ 2,400 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

12

農業ポータルサ
イト事業（協働
推進事業）

農政課
協働による農業
ポータルサイト
の開設

農業ポータル
サイトの開設

平成２２
年３月

平成２２
年３月

2,400
協働による農業
ポータルサイト
の開設

サイトの更新
数

年５３件 2,400
不
可

不
要

済 済 無 有り 23

協働事業としては終
了するが、今後も協
働して事業を推進す
る

減
ら
す

13 総
給食残さ堆肥化
事業（協働推進
事業）

学校給食残さを堆肥化
し、モニター農家により
生産された野菜を学校給
食に還元するなどし、食
資源循環のしくみづくり
を行う

農業
者・市

民

政
策

市内小学校の
食品廃棄物を
再生処理し、
食資源循環の
構築に向けた
取り組み

農政課 1,852

食資源循環の仕組み
づくりが促進されて
おり、成果が出てい
る

Ａ 1,880 完 低 高 低 終了 なし
減
ら
す

13

給食残さ堆肥化
事業（協働推進
事業）

農政課

給食残さ堆肥を
使用した野菜栽
培をモニター農
家に依頼

モニター農家
による給食材
料の提供

平成２２
年３月

平成２２
年３月

1,852

給食残さ堆肥を
使用した野菜栽
培をモニター農
家に依頼

モニター農家
による給食材
料の提供回数

年４０回 1,880 可
不
要

済 済 無 なし
減
ら
す

14 総
北部地区活性化
事業（協働推進
事業）

多くの人に北部地区（芹
沢）に来てもらい、北部
のまちおこし・活性化を
図る

市民
政
策

農政課
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
維持

14

北部地区活性化
事業（協働推進
事業）

農政課

せりざわ彼岸花
の会との協働事
業で北部地区の
活性化を支援す
る

事業実施回数 年１８回 年２４回

せりざわ彼岸花
の会との協働事
業で北部地区の
活性化を支援す
る

事業実施回数 年１８回
不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

15 総 畜産振興事業

市内の畜産を広く市民に
紹介するとともに、家畜
の飼育技術の向上と経営
の改善を図る

茅ヶ崎
市畜産
会及び
畜産農

家

政
策

農政課 364
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 267 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15 畜産振興事業 農政課
畜産振興のため
の各種施策の実
施

畜産共進会の
開催回数

年５回 年５回 364
畜産振興のため
の各種施策の実
施

畜産共進会の
開催回数

年５回 267
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
茅ヶ崎市畜産会
活動費補助金に
係る事務

畜産経営者相互の連携を
図り、技術の向上を目指
し畜産経営の安定を図
る。

茅ヶ崎
市畜産

会

政
策

農政課 196
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 190 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

16

茅ヶ崎市畜産会
活動費補助金に
係る事務

農政課
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２１
年６月

平成２１
年６月

196
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年６月

190 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

17 総
家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

安全な牛乳の供給、酪農
経営の安定、肉豚の品質
改善、養豚経営の安定、
を図る

茅ヶ崎
市畜産
会，Ｅ
Ｔ会

政
策

農政課 953
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 1,670 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

17

家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

農政課

乳牛改良増殖事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

248

乳牛改良増殖事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

300 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

17

家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

農政課

受精卵移植事業
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

197

受精卵移植事業
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

270 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

17

家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

農政課

乳牛育成預託事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

81

乳牛育成預託事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

150 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

17

家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

農政課

優良基礎牛育導
入事業補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

0

優良基礎牛育導
入事業補助金の
交付申請の受付
及び交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

300 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

17

家畜改良増殖事
業補助金に係る
事務

農政課

優良種豚導入事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

427

優良種豚導入事
業補助金の交付
申請の受付及び
交付事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

650 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

18 総 家畜防疫事業
家畜の伝染病を予防及び
蔓延防止と畜産経営の安
定を図る。

茅ヶ崎
市畜産

会

政
策

農政課 451
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 550 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

18 家畜防疫事業 農政課

家畜伝染病発生
時の消臭・消毒
剤の散布業務等
委託

散布回数
必要に応
じた回数

0回 0

家畜伝染病発生
時の消臭・消毒
剤の散布業務等
委託

散布回数
必要に応
じた回数

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

18 家畜防疫事業 農政課

家畜防疫事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

451

家畜防疫事業補
助金の交付申請
の受付及び交付
事務

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

550 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

19 総
畜産経営環境保
全対策事業

畜産環境の保全を図り都
市化の中で安心して畜産
業が営める環境を形成す
る

茅ヶ崎
市畜産
会、畜
産農家

政
策

農政課 335
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 350 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19
畜産経営環境保
全対策事業

農政課
浄化槽巡回指導
及び害虫駆除殺
菌消臭剤の配布

浄化槽巡回指
導及び薬剤配
布回数

年３回 年３回 335
浄化槽巡回指導
及び害虫駆除殺
菌消臭剤の配布

浄化槽巡回指
導及び薬剤配
布回数

年３回 350
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
畜産環境保全事
業補助金に係る
事務

　畜産経営に伴う悪臭等
の環境対策に対する補助
を行う。

茅ヶ崎
市畜産
会、畜
産農家

政
策

農政課 634
適切に事業を実施し
ており、成果が出て
いる

Ａ 450 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

20

畜産環境保全事
業補助金に係る
事務

農政課
補助金の交付申
請の受付及び交
付等

補助金の交付
時期

平成２２
年３月

平成２２
年３月

634
補助金の交付申
請の受付及び交
付等

補助金の交付
時期

平成２３
年３月

450 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

21 総
農とみどりの整
備事業

農業振興地域内の未整備
な農道、用排水路を整備
し地域の振興、環境の改
善を図る

農業経
営者

施
整

農とみどりの
整備事業

農政課 10,996
地域農業の振興及び
営農環境の改善に成
果出ている

Ａ 11,000 9
農とみどりの
整備事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
農とみどりの整
備事業

農政課

農道・用排水路
の整備に係る地
元調整及び設計
等の事務

調整及び設計
の件数

年１件 年１件

農道・用排水路
の整備に係る地
元調整及び設計
等の事務

調整及び設計
の件数

年１件 9
農とみどりの
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21
農とみどりの整
備事業

農政課
農道・用排水路
の整備工事

農道等整備箇
所数

１箇所 １箇所 10,996
農道・用排水路
の整備工事

農道等整備箇
所数

１箇所 11,000 9
農とみどりの
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22 総
農道・用排水路
整備事業

市内の未整備な農道、用
排水路を整備し地域の振
興、環境の改善を図る

農業経
営者

施
整

農政課 16,616
地域農業の振興及び
営農環境の改善に成
果が出ている

Ａ 10,214 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
農道・用排水路
整備事業

農政課

農道・用排水路
の整備に係る地
元調整及び設計
等の事務

調整及び設計
の件数

年３件 年３件 2,404

農道・用排水路
の整備に係る地
元調整及び設計
等の事務

調整及び設計
の件数

年３件 108
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22
農道・用排水路
整備事業

農政課
農業用排水路等
の排水作業委託

農業用排水路
等の排水作業
委託箇所数

３箇所 1,906
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22
農道・用排水路
整備事業

農政課
農道・用排水路
の整備工事

農道等整備箇
所数

４箇所 ４箇所 14,212
農道・用排水路
の整備工事

農道等整備箇
所数

１箇所 8,200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

23 総
農道・用排水路
維持管理事業

農道・用排水路等の農業
用施設を新設、改良、補
修を実施することにより
農業環境の改善及び農業
生産性の向上を図る。

農業経
営者

施
整

農政課 18,468
農業環境の改善及び
農業生産性の向上に
背かが出ている

Ａ 19,197 未 高 高 高
現状維

持
維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課

農道・用排水路
維持管理に係る
現地調査及び業
者・地元との調
整

現地調査及び
業者等との連
絡調整件数

年３０件 年３０件 19

農道・用排水路
維持管理に係る
現地調査及び業
者・地元との調
整

現地調査及び
業者等との連
絡調整件数

年３０件 575
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
農道・用排水路
維持管理委託

農道・用排水
路修繕・浚渫
等箇所数

３０箇所 ３０箇所 11,370
農道・用排水路
維持管理委託

農道・用排水
路修繕・浚渫
等箇所数

３０箇所 10,450 可
必
要

可
不
可

無 なし 23

農業用排水路浚渫・
除草等の維持管理に
生産組合・水利組合
をさらに活用すると
ともに、現調・依頼
に再任用職員を活用

維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
維持管理のため
の負担金支出

負担金の支出
時期

平成２１
年４月及
び１１月

平成２１
年４月及
び１１月

2,236
相模川左岸土地
改良区直営維持
管理費負担金

負担金の支出
時期

平成２２
年４月及
び１１月

2,223 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
農業水利施設保
全対策事業の負
担金支出

負担金の支出
時期

平成２１
年１１月
及び平成
２２年３
月

平成２１
年１１月
及び平成
２２年３
月

2,742

相模川左岸土地
改良区ストック
マネジメント負
担金

負担金の支出
時期

平成２２
年１１月
及び平成
２３年３
月

2,205 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
組合への負担金
支出

負担金の支出
時期

平成２２
年２月

平成２２
年２月

55
組合への負担金
支出

負担金の支出
時期

平成２３
年２月

55 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２１
年１１月

平成２１
年１１月

60
補助金の交付申
請の受付及び交
付事務

補助金の交付
時期

平成２２
年１１月

60 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
受益面積分の補
修費用負担分の
支出

負担金の支出
時期

平成２１
年１１月
及び平成
２２年３
月

平成２１
年１１月
及び平成
２２年３
月

183
農業用排水路整
備事業の負担金
の支出

負担金の支出
時期

平成２２
年１１月
及び平成
２３年３
月

927 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持

23
農道・用排水路
維持管理事業

農政課
西久保堰の維持
管理

ポンプ場電気
料支出及び機
械整備委託

６ヶ月分 ６ヶ月分 1,803
西久保堰の維持
管理

ポンプ場電気
料支出及び機
械整備等委託

６ヶ月分 2,702 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 23 再任用職員等の活用 維持

24 総
農地保全管理経
費

柳島、芹沢、萩園土地改
良区関係事務及び打合せ
経費

県土地
連、各
土地改
良区

内
部

農政課 256
農業振興地域内の農
地の保全管理に成果
が出ている

Ａ 260 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

24
農地保全管理経
費

農政課
農業振興地域整
備計画の進行管
理

計画の見直し
に係る地元協
議回数

年５回 年５回 0
農業振興地域整
備計画の進行管
理

計画の見直し
に係る地元協
議回数

年５回 10
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24
農地保全管理経
費

農政課

県土地改良事業
団体連合会、土
地改良区等との
事務調整等

事務調整等の
件数

年３件 年３件 2

県土地改良事業
団体連合会、土
地改良区等との
事務調整等

事務調整等の
件数

年３件 7
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24
農地保全管理経
費

農政課
農地への空き
缶・犬猫糞防止
看板作成

看板設置箇所 ３０箇所 33カ所 63
農地への空き
缶・犬猫糞防止
看板作成

看板設置箇所 ３０箇所 63
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24
農地保全管理経
費

農政課
連合会への参加
及び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２１
年６月及
び平成２
２年１月

平成２１
年６月及
び平成２
２年１月

50
連合会への参加
及び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２２
年６月及
び平成２
３年１月

130 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

24
農地保全管理経
費

農政課
連合会湘南支部
への参加及び負
担金の支出

負担金の支出
時期

平成２１
年６月

平成２１
年６月

43
連合会湘南支部
への参加及び負
担金の支出

負担金の支出
時期

平成２２
年６月

40 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

24
農地保全管理経
費

農政課
協議会への参加
及び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２１
年６月

平成２１
年６月

98
協議会への参加
及び負担金の支
出

負担金の支出
時期

平成２２
年６月

10 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

25 総
赤羽根土地改良
事業

田畑の区画整理や農地の
集団化による農作業の効
率化及び担い手の育成を
事業の進捗に合わせ実施

赤羽根
土地改
良区、
排水受
益者

施
整

赤羽根土地改
良事業

農政課 13,754

当該地区の農業環境
の改善及び農業生産
性の向上に成果が出
ている

Ａ 3,125 未 高 高 高 縮小 有り
減
ら
す

25
赤羽根土地改良
事業

農政課
赤羽根土地改良
区への補助金の
交付

補助金の交付
回数

年３回 年３回 3,159

赤羽根土地改良
区への補助金の
交付及びポンプ
電気料の支払い

補助金の交付
回数
電気料の支払
い

年３回

年６回
3,125 可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用
減
ら
す

25
赤羽根土地改良
事業

農政課

赤羽根土地改良
区内市単独整備
事業の設計及び
工事発注等

工事等発注件
数

年１件 年１件 10,371

25
赤羽根土地改良
事業

農政課
土地改良区との
事務調整等

土地改良区工
程会議への出
席

年１６回 12回 224
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①
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③
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③
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④
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②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

26 総
農業ふれあい広
場管理事業

優良な市民農園の開設 市民
施
管

農政課 3,070

事業の実施により、
優良な市民農園とし
ての運営に成果が出
ている

Ａ 3,427 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

26
農業ふれあい広
場管理事業

農政課

市民農園管理棟
及び併設される
農業ふれあい広
場の維持管理

管理人賃金ほ
か維持管理費
の支払い

年１２回 年１２回 3,070

市民農園管理棟
及び併設される
農業ふれあい広
場の維持管理

管理人賃金ほ
か維持管理費
の支払い

年１２回 3,427 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用 維持

27 総
農業ふれあい広
場用地取得費

優良な市民農園の開設 市民
政
策

農政課 0
適切に事務をおこ
なっており、今後成
果が見込める

Ｂ 未 高 高 高 終了 なし
減
ら
す

27
農業ふれあい広
場用地取得費

農政課
農業ふれあい広
場用地取得清算
金

用地取得に伴
う赤羽根土地
改良区との清
算

平成２２
年３月

平成２２
年３月

0
農業ふれあい広
場用地取得清算
金

用地取得に伴
う赤羽根土地
改良区との清
算

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

28 総
耕作放棄地解消
対策事業

農地整備協力ボランティ
アの活動支援等により耕
作放棄地を解消し、地域
農業の活性化を図る。

市民
政
策

耕作放棄地解
消対策事業

農政課 11
事業着手しており、
今後成果が見込める Ａ 262 7

耕作放棄地解
消対策事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
耕作放棄地解消
対策事業

農政課
耕作放棄地解消
計画の実施

耕作放棄地解
消面積

200ａ 0a 11
耕作放棄地解消
計画の実施

耕作放棄地解
消面積

200ａ 262 7
耕作放棄地解
消対策事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
柳島向河原地区
土地利用推進事
業

（仮称）柳島スポーツ公
園周辺農地における農業
施策の推進により、公園
協力農家の経営の安定・
強化及び地域農業の活性
化を図る。

農業経
営者、
市民

政
策

農政課 22,358 1
柳島向河原地
区土地利用推
進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

29

柳島向河原地区
土地利用推進事
業

農政課
柳島向河原地区
土地利用基本計
画の策定

計画策定の時
期

平成２３
年３月

22,358 1
柳島向河原地
区土地利用推
進事業

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

701 総

（仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
に伴う農林漁業
調整

都市計画決定に伴う県と
の農林漁業調整を行い、
事業の円滑な実施を図
る。

県、農
業経営
者、市

民

政
策

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ

701

（仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
に伴う農林漁業
調整

農政課 意向調査の実施 実施期限
平成２１
年５月

平成２１
年４月

701

（仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
に伴う農林漁業
調整

農政課
調整事務（庁
内）

調整回数 年１２回 年１２回

701

（仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
に伴う農林漁業
調整

農政課 調整事務（県） 調整回数 年１２回 年１２回

702 総

（仮称）柳島ス
ポーツ公園周辺
農地における農
業施策の推進

公園周辺農地における農
業施策の推進により、公
園協力農家の経営の安
定・強化及び地域農業の
活性化を図る。

農業経
営者、
市民

政
策

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ

702

（仮称）柳島ス
ポーツ公園周辺
農地における農
業施策の推進

農政課 意向調査の実施 実施期限
平成２１
年５月

平成２１
年４月

702

（仮称）柳島ス
ポーツ公園周辺
農地における農
業施策の推進

調整事務（庁
内）

調整回数 年１２回 年１２回

702

（仮称）柳島ス
ポーツ公園周辺
農地における農
業施策の推進

調整事務（県） 調整回数 年１２回 年１２回

30 総 生産緑地の管理
生産緑地の適切な管理、
市による有効利用。

生産緑
地所有

者

義
務

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

30 生産緑地の管理 農政課

生産緑地の管理
に係る現地調査
及び地権者との
調整

現地調査及び
地権者等との
連絡調整件数

年２０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 生産緑地の管理 農政課 生産緑地の管理
指定解除時の
斡旋周知件数

年５件 年５件 生産緑地の管理
指定解除時の
斡旋周知件数

年５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
動物の飼養また
は収容の許可に
関すること

条例による動物の収容・
飼養の届出

動物を
飼養し
ている
市民

義
務

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

31

動物の飼養また
は収容の許可に
関すること

農政課
動物の収容・飼
養（廃止）届の
受理件数

申請件数 年１件 0件
動物の収容・飼
養（廃止）届の
受理件数

申請件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 総 地籍調査事業

円滑な事業の推進を図る
ため、関係者への周知を
行う。各筆の境界の確
定。正確な土地に関する
地図の作製。

土地所
有者

義
務

農政課

国県との連絡事務は
行っているが、市全
域が調査対象であ
り、当課では成果は
見込めず、検討を要
する

Ｃ 現状維
持

なし
予算
なし

32 地籍調査事業 農政課
事業実施に向け
た準備及び事務
調整等

国県との連絡
調整回数

年３回 年５回

事業実施に向け
た準備・事務調
整等及び、国県
への要望活動

国県への要
望・連絡調整
回数

年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 総
農業委員会との
連絡に関するこ
と

法令業務等の適切な実施
を図るため、法令等に基
づく連絡調整を行う

茅ヶ崎
市農業
委員

会、農
業者

義
務

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

33

農業委員会との
連絡に関するこ
と

農政課
選任による農業
委員に関する連
絡調整

選任件数 年４件 年４件
選任による農業
委員に関する連
絡調整

選任件数 年４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

農業委員会との
連絡に関するこ
と

農政課
農用地利用集積
計画の作成に関
する連絡調整

利用権設定件
数

年１９件 年２６件
農用地利用集積
計画の作成に関
する連絡調整

利用権設定件
数

年１９件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33

農業委員会との
連絡に関するこ
と

農政課
特定農地貸付け
の承認に関する
連絡調整

承認件数 年９件 年１１件
特定農地貸付け
の承認に関する
連絡調整

承認件数 年９件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総
農業共済組合と
の連絡調整

現場状況の報告をし、被
害に遭われた農業者と損
失補償の相談を早急に実
現させるため。

神奈川
県農業
共済組

合

義
務

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

34
農業共済組合と
の連絡調整

農政課
神奈川県農業共
済組合への災害
被害等の報告

被害報告件数 年０件 年０件
神奈川県農業共
済組合への災害
被害等の報告

被害報告件数 年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

35 総
湘南広域都市行
政協議会事務

藤沢市及び寒川町との連
携・協調を図るため、各
種情報交換を行い、広域
連携の可能性を検討す
る。

藤沢
市、寒
川町及
び茅ヶ
崎市

内
部

農政課
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

35
湘南広域都市行
政協議会事務

農政課

都市農業部会の
課題（新規就農
広域化）につい
ての検証

出席回数 年５回 年５回

都市農業部会の
課題（新規就農
広域化）につい
ての検証

２市１町間の
新規就農広域
受入協定の締
結

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36 総
茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

茅ヶ崎海岸グランドプラ
ンの推進

地権者

海岸周
辺住民

政
策

茅ヶ崎海岸グ
ランドプラン
推進事業

企画調整
課

4,410

（仮称）海岸づくり
推進機構設立に向け
た協議を行い、当初
想定した成果がりま
した。

Ａ 2,500 未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

36

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

企画調整
課

事業推進プログ
ラム（短期）の
検討

事業推進プロ
グラム（短
期）の報告書
作成

平成２２
年３月末

平成２２
年３月末

4,410
事業推進プログ
ラム（短期）の
検討

事業推進プロ
グラム（短
期）の報告書
作成

平成２３
年３月

2,500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

36

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

企画調整
課

（仮称）海岸づ
くり推進機構設
立支援準備会の
開催

準備会の会議
開催回数

年６回 年６回

（仮称）海岸づ
くり推進機構設
立支援準備会の
開催

準備会の会議
開催回数

年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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（

顧
客
）

事
業
区
分
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所管
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平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

36

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

企画調整
課 庁内調整 調整回数 年６回 年６回 庁内調整 調整回数 年６回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36

茅ヶ崎海岸グラ
ンドプラン推進
事業

企画調整
課

関係団体等との
調整

調整回数 年６回 年６回
関係団体等との
調整

調整回数 年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37 総
さかなまつり・
さかなの市事業

さかなまつり・さかなの
市を開催し漁業と市民の
ふれあいや水産物の消費
拡大を図る。

市民
政
策

海浜課
当初のとおり開催い
たしました。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

37
さかなまつり・
さかなの市事業

海浜課

さかなまつりの
開催に伴う場所
等の提供の事務
打合せ等

開催回数 年１回 年１回

さかなまつりの
開催に伴う場所
等の提供の事務
打合せ等

開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37
さかなまつり・
さかなの市事業

海浜課
さかなまつりの
開催

開催回数 年１回 年１回
さかなまつりの
開催

開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37
さかなまつり・
さかなの市事業

海浜課

主たる販売主で
ある丸大魚市場
とさかなまつり
の開催の事務打
合せ

打合せ回数 年１回 年１回

主たる販売主で
ある丸大魚市場
とさかなまつり
の開催の事務打
合せ

打合せ回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37
さかなまつり・
さかなの市事業

海浜課
さかなの市開催
に伴う事務打合
せ等

開催回数 年２回 年２回
さかなの市開催
に伴う事務打合
せ等

開催回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37
さかなまつり・
さかなの市事業

海浜課 さかなの市事業 開催回数 年２回 年２回 さかなの市事業 開催回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38 総
漁業近代化資金
等利子補給金

漁業経営の安定化・合理
化を図り、漁業後継者の
育成を支援する。

漁業協
同組合

員

政
策

海浜課 401
利子補給に関する業
務は当初のとおり行
いました。

Ａ 174 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

38
漁業近代化資金
等利子補給金

海浜課
漁業近代化資金
等利子補給事務

利子補給の件
数

３件 ３件 401
漁業近代化資金
等利子補給事務

利子補給の件
数

２件 174 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員の活用 維持

39 総
共同漁業権に関
する調整事務

漁業者、リクリエーショ
ン利用者に対し、海の利
用ルールの遵守と海難事
故防止の指導に努める。

漁業協
同組合
員、海
利用者

政
策

海浜課
遠泳大会イベントを
開催しました。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

39
共同漁業権に関
する調整事務

海浜課

遠泳大会等、共
同漁業権内を使
用するイベント
等について、そ
の主催者、漁業
協同組合及び市
による調整会議
の開催

会議開催回数 年１回 年１回

湘南祭等、共同
漁業権内を使用
するイベント等
について、その
主催者、漁業協
同組合及び市に
よる調整会議の
開催

会議開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40 総
漁港外郭施設整
備事業

漁港外郭施設の整備を推
進し、漁港の安全管理に
努める。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

施
管

海浜課 2,573
台風１８号による防
波堤の破損があり、
復旧を行いました

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
予算
なし

40
漁港外郭施設整
備事業

海浜課
漁港外郭施設の
破損状況の点検

定期点検日数 年２４日 年２４日
漁港外郭施設の
破損状況の点検

定期点検日数 年２４日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40
漁港外郭施設整
備事業

海浜課

漁港外郭施設の
破損が確認され
た場合の整備
（緊急時のみの
活動）

破損部の整備
可能日数

年２０日 年２０日 2,573

漁港外郭施設の
破損が確認され
た場合の整備
（緊急時のみの
活動）

破損部の整備
日数

必要に応
じた日数

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41 総 漁港の維持管理
漁港施設の安全かつ適正
な使用に努める。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

義
務

海浜課

漁港維持運営計画及
び漁港台帳の管理・
更新は計画の通り行
い成果を得ていま
す。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 10/14

実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値
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（合計）

課かい名

事
業
№
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グ

事務事業名
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①
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ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
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③
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③
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②
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営
の
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性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

41 漁港の維持管理 海浜課

茅ヶ崎漁港管理
条例第３条に基
づき、毎年茅ヶ
崎漁港維持運営
計画の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画の
作成期限

３月 ３月完成

茅ヶ崎漁港管理
条例第３条に基
づき、毎年茅ヶ
崎漁港維持運営
計画の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画の
作成期限

３月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41 漁港の維持管理 海浜課

漁港台帳、海岸
保全区域台帳等
の管理・更新の
事務

更新回数 年１回 年１回

漁港台帳、海岸
保全区域台帳等
の管理・更新の
事務

更新回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42 総
漁港周辺安全対
策事業

漁港周辺の安全かつ適正
な維持管理に努める。

漁港及
び漁港
周辺利
用者

政
策

海浜課 400

当初の計画のとお
り、委託を行い安全
対策及び清掃の維持
管理を行い成果を得
ています。

Ａ 400 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

42
漁港周辺安全対
策事業

海浜課
漁港周辺の安全
対策・清掃（委
託）

依頼回数 年６回 年６回 400
漁港周辺の安全
対策・清掃（委
託）

依頼回数 年６回 400 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

43 総
荷捌所雑排水槽
等清掃事業

漁港施設の適正な維持管
理に努める。

漁業協
同組合

員

施
管

海浜課 100
さかなの市終了後に
雑排水槽の清掃を行
いました。

Ａ 100 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

43
荷捌所雑排水槽
等清掃事業

海浜課
荷捌所雑排水槽
の清掃等
（委託）

排水槽の清掃
回数

年１回 年１回 100
荷捌所雑排水槽
の清掃等
（委託）

排水槽の清掃
回数

年１回 100 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

44 総
放置自動車・船
舶の運搬及び処
理事業

漁港区域・海岸保全区域
の適正な管理に努める。

漁港区
域・海
岸保全
区域利
用者

施
管

海浜課 0
本年度は放置車両が
ありませんでした。 Ａ 17 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持

44

放置自動車・船
舶の運搬及び処
理事業

海浜課

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の処理（委
託）

放置禁止物件
の処理

年２回 放置なし 0

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の処理（委
託）

放置禁止物件
の処理

年２回 17 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

44

放置自動車・船
舶の運搬及び処
理事業

海浜課

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の規制・管
理等の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回 年２回

自動車・船舶類
放置禁止区域に
おける放置禁止
物件の規制・管
理等の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

45 総
漁港区域内維持
管理事業

漁港周辺の堆積砂の除去
等を行い、漁港区域内の
安全かつ適正な管理に努
める。

漁業協
同組合
員、海
岸利用

者

施
管

海浜課 4,411

漁港区域内の砂の堆
積が著しく、当初予
定していた回数を上
回る回数を行いまし
た。

Ａ 2,800 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

45
漁港区域内維持
管理事業

海浜課

漁港区域内にお
ける堆積砂除去
等
（委託）

依頼回数 年４回 年5回 4,411

漁港区域内にお
ける堆積砂除去
等
（委託）

依頼回数 年４回 2,800 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

46 総
巻き揚げ機・防
護柵等修繕事業

漁港施設の適正な維持管
理に努める。

漁業協
同組合
員、海
岸利用

者

施
管

海浜課 400

巻き上げ機の補修が
なかったため、挙行
区域内の単管パイプ
の補修を行いました

Ａ 300 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

46
巻き揚げ機・防
護柵等修繕事業

海浜課
漁港施設等修繕
（委託）

修繕箇所数 年３箇所 年３箇所 400
漁港施設等修繕
（委託）

修繕箇所数 年３箇所 300 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

47 総
漁業関連団体と
の連絡調整事務

漁業関連団体と連絡を密
にして水産業の振興を図
る。

漁業関
連団体

政
策

海浜課 305
補助金の支出及び総
会の出席を行いまし
た。

Ａ 305 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

47
漁業関連団体と
の連絡調整事務

海浜課
県漁業協同組合
連合会への参加

出席回数 年１回 年1回 90
県漁業協同組合
連合会への参加

出席回数 年１回 90
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
漁業関連団体と
の連絡調整事務

海浜課
相模湾地域遊
魚・海面利用協
議会への参加

出席回数 年１回 年1回 15
相模湾地域遊
魚・海面利用協
議会への参加

出席回数 年１回 15
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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47
漁業関連団体と
の連絡調整事務

海浜課
県水難救済会へ
の参加

出席回数 年１回 年1回 200
県水難救済会へ
の参加

出席回数 年１回 200 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

47
漁業関連団体と
の連絡調整事務

海浜課

（財）神奈川県
栽培漁業協会等
との連絡調整事
務

連絡調整回数 年１回 年1回

（財）神奈川県
栽培漁業協会等
との連絡調整事
務

連絡調整回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用
予算
なし

47
漁業関連団体と
の連絡調整事務

海浜課
（株）茅ヶ崎丸
大魚市場との連
絡調整事務

連絡調整回数 年１回 年1回
（株）茅ヶ崎丸
大魚市場との連
絡調整事務

連絡調整回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総
ライフセービン
グ支援協議会と
の連絡調整事務

海・浜の利用者の安全を
図るために、ボランティ
アとして監視・救助など
を行うライフセービング
活動を支援する。

協議会
政
策

海浜課 350
補助金の支出及び総
会の出席を行いまし
た。

Ａ 350 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

48

ライフセービン
グ支援協議会と
の連絡調整事務

海浜課
ライフセービン
グ支援協議会へ
の参加

出席回数 年２回 年２回 350
ライフセービン
グ支援協議会へ
の参加

出席回数 年２回 350 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

49 総
漁港区域・海岸
保全区域の占用
許可事務

漁港区域・海岸保全区域
の適正な管理に努める。

占用
者・使
用者

義
務

海浜課

国有海浜地占用者及
び夏期占用者等の占
用許可を行いまし
た。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

49

漁港区域・海岸
保全区域の占用
許可事務

海浜課

漁港区域・海岸
保全区域の公共
空地における占
用等の許可及び
占用料の徴収

占用許可件数 ３４件 ３４件

漁港区域・海岸
保全区域の公共
空地における占
用等の許可及び
占用料の徴収

占用許可件数 ４０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用
予算
なし

49

漁港区域・海岸
保全区域の占用
許可事務

海浜課

漁港施設の使
用・占用許可及
び使用・占用料
の徴収

占用許可件数
必要に応
じた回数

２６件

漁港施設の使
用・占用許可及
び使用・占用料
の徴収

占用許可件数
必要に応
じた回数

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用
予算
なし

50 総
海岸仮設トイレ
維持管理事業

茅ヶ崎海岸の適正な使
用・管理に努める。

海岸利
用者

政
策

海浜課 1,103
当初の計画のとおり
清掃委託を行い管理
しました。

Ａ 1,189 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

50
海岸仮設トイレ
維持管理事業

海浜課

海岸仮設トイレ
（６基）の清掃
業務
（委託）

１基当たりの
清掃回数

年２５０
回

年２５０
回

1,103

海岸仮設トイレ
（６基）の清掃
業務
（委託）

１基当たりの
清掃回数

年２５０
回

1,189 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 臨時嘱託員の活用 維持

51 総
漁港区域整備基
本構想に基づく
整備

国有海浜地占用地区のイ
ンフラ整備を進めその
後、段階的に駐車場、臨
港道路等の整備を推進す
る事により、漁港区域整
備基本構想を具現化す
る。

国有海
浜地占
用者、
海岸利
用者、
漁業者

政
策

漁港区域整備
基本構想にに
基づく整備

海浜課 1,059

国有海浜地払い下げ
に伴う協議等を行
い、事前協議するた
めの書類作成も作成
しました。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

51

漁港区域整備基
本構想に基づく
整備

海浜課

国有海浜地占用
地払い下げに向
けて、国、県、
占用者等との調
整事務

調整回数 年７回 年６回

国有海浜地占用
地払い下げに向
けて、国、県、
占用者等との調
整事務

調整回数 年７回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51

漁港区域整備基
本構想に基づく
整備

海浜課

漁港区域整備基
本構想に基づ
き、駐車場、臨
港道路等の整備
を進めるため、
国、県等との調
整事務

調整回数 年４回 年４回

漁港区域整備基
本構想に基づ
き、駐車場、臨
港道路等の整備
を進めるため、
国、県等との調
整事務

調整回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51

漁港区域整備基
本構想に基づく
整備

海浜課

漁港施設用地利
用計画の変更が
生じたことによ
る委託

打合せ等調整
回数

３回 年４回 1,059

703 総
漁港背後地整備
事業

漁港背後地整備事業とし
て、国有海浜地占用地区
における道路、上下水道
等インフラ整備を進め
る。

国有海
浜地占
用者

政
策

海浜課 10,537

漁港背後地整備事業
として、払い下げ地
内の道路整備を行い
ました。

Ａ

703
漁港背後地整備
事業

海浜課

漁港背後地整備
事業として国有
海浜地占用地区
における道路整
備

工事発注件数 年１件 年１件
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

703
漁港背後地整備
事業

海浜課

漁港背後地整備
事業として国有
海浜地占用地区
における道路整
備

背後地道路整
備工事

年１回 年１回 10,537

703
漁港背後地整備
事業

海浜課

県藤沢土木事務
所等関係機関と
の会議・打合せ
等調整

会議・打合せ
等調整回数

年２回 年２回

52 総
海岸侵食防止対
策

侵食の進んだ海岸に砂浜
を回復させる事業を実施
し、豊かな海岸線を再生
するよう国、県に要請す
る。

海岸利
用者等

政
策

海岸侵食防止
対策

海浜課

当初の計画のとお
り、国、件への整備
等の要望を行いまし
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

52
海岸侵食防止対
策

海浜課

国、県へ茅ヶ崎
海岸の整備等に
ついての要望書
を提出

要請回数 年３回 年３回

国、県へ茅ヶ崎
海岸の整備等に
ついての要望書
を提出

要請回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 総
海岸侵食防止対
策事業

侵食の進んだ海岸に砂浜
を回復させるため、県市
の連携により、漁港西側
海岸に堆積する砂を侵食
された海岸に運搬し、砂
浜の再生を図る。

海岸利
用者、
地引き
網漁業

者

政
策

海岸侵食防止
対策事業

海浜課 2,520
当初の計画の通り工
事発注及び搬出を行
いました。

Ａ 2,750 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

53
海岸侵食防止対
策事業

海浜課
工事の設計、監
理

工事発注件数 年１件 年１件
工事の設計、監
理

工事発注件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53
海岸侵食防止対
策事業

海浜課
競争入札による
請負工事を実施

搬出量 3,000㎥ 3,000㎥ 2,520
競争入札による
請負工事を実施

搬出量 3,000㎥ 2,750
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53
海岸侵食防止対
策事業

海浜課

県藤沢土木事務
所なぎさ港湾部
と県市連携によ
る堆積砂の有効
利用等について
の調整

打合せ会議・
打合せ開催数

年１５回 年１０回

県藤沢土木事務
所なぎさ港湾課
と県市連携によ
る堆積砂の有効
利用等について
の調整

打合せ会議・
打合せ開催数

年１０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

54 総 港勢調査事務
漁業の勢力、漁港の利用
状況等の実態を明らかに
する。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

義
務

海浜課
漁船総数等の統計調
査を行い資料作成を
行いました。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

54 港勢調査事務 海浜課

漁船隻数、漁業
協働組合員数、
陸揚げ量等の統
計調査の実施

調査実施回数 年４回 年４回

漁船隻数、漁業
協働組合員数、
陸揚げ量等の統
計調査の実施

調査実施回数 年４回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用
予算
なし

55 総 漂流物保管事務
漁港区域、海岸保全区域
の適正な管理に努める。

海・浜
利用者

義
務

海浜課
照会、回答は計画の
とおり実施いたしま
した。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

55 漂流物保管事務 海浜課

近隣行政機関と
漂流物に関する
照会・回答及び
保管事務

照会・回答件
数

年３件 年３件

近隣行政機関と
漂流物に関する
照会・回答及び
保管事務

照会・回答件
数

随時 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23 再任用職員等の活用
予算
なし

56 総
漁港背後地無電
柱化事業

漁港背後地の無電柱化に
より、良好な景観形成及
び防災対策に努める。

海・浜
利用

者、居
住者

政
策

海浜課
関係各課と当初想定
した調整回数のとお
り行いました

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

56
漁港背後地無電
柱化事業

海浜課
関係機関との調
整・協議

調整回数 年５回 年５回
関係機関との調
整・協議

調整回数 年５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

704 総
漁港維持管理事
業

漁港の適正な管理に努め
る。

漁港利
用者

施
管

漁港航路浚渫
事業

海浜課 13,440
漁港浚渫工事を行
い、成果を得ました Ａ

704
漁港維持管理事
業

海浜課 工事設計・監理 工事発注件数 年１件 年１件
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

704
漁港維持管理事
業

海浜課
競争入札により
工事を実施

漁港航路浚渫
工事

年１件 年１件 13,440

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

義
務

農政課

888
災害応急対策活
動

農政課

市民経済部の災
害応急対策活動
マニュアルにお
ける課（班）の
活動内容の検証
及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

経済部の災害応
急対策活動マ
ニュアルにおけ
る課（班）の活
動内容の検証及
び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

888
災害応急対策活
動

農政課

災害等の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

随時 実績なし

災害等の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

随時

888
災害応急対策活
動

農政課

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整
（毎年）

連絡調整 年１回 年１回

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整（毎年）

連絡調整 年１回

888
災害応急対策活
動

海浜課

水産関係の被害
状況調査及び応
急対策（災害発
生時）

水産関係の被
害状況を調査
し、県水産課
に連絡する。
漁業協同組合
事務所に連
絡、漁港広場
管理放送施設
により、漁港
周辺の市民に
津波情報提供
を依頼すると
ともに、漁業
関係者にも船
舶の確保を依
頼する。

随時 実績なし

水産関係の被害
状況調査及び応
急対策（災害発
生時）

水産関係の被
害状況を調査
し、県水産課
に連絡する。
漁業協同組合
事務所に連
絡、漁港広場
管理放送施設
により、漁港
周辺の市民に
津波情報提供
を依頼すると
ともに、漁業
関係者にも船
舶の確保を依
頼する。

随時

888
災害応急対策活
動

海浜課

漁港及び関連施
設の被害状況調
査及び応急対策
（災害発生時）

漁港及び関連
施設の被害状
況を調査し、
県水産課に連
絡する。

随時 実績なし

漁港及び関連施
設の被害状況調
査及び応急対策
（災害発生時）

漁港及び関連
施設の被害状
況を調査し、
県水産課に連
絡する。

随時

888
災害応急対策活
動

海浜課
関係機関との連
絡調整（災害発
生時）

漁業協同組合
と協力し、輸
送体制の確保
対策として、
茅ヶ崎漁港へ
の１０トンク
ラスの船舶４
５隻分の受け
入れ態勢を確
保する。

随時 実績なし
関係機関との連
絡調整（災害発
生時）

漁業協同組合
と協力し、輸
送体制の確保
対策として、
茅ヶ崎漁港へ
の１０トンク
ラスの船舶４
５隻分の受け
入れ態勢を確
保する。

随時

888 総 庁内共通事務
内
部

農政課 64 64 183 183
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実施計画

第５次実施計画

144,643 144,643 124,385 124,385

実施計画
事業名

農業水産課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

農業水産課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

888 総 庁内共通業務
内
部

海浜課 32 32

888 総 庁内共通業務
内
部

海浜課 188 188

888 総 庁内共通業務
内
部

海浜課 15 15


